
―　 ―9

第70巻第 6号「厚生の指標」2023年 6 月

目的　健康日本21（第 2 次）の主目標に健康格差の縮小が掲げられ，都道府県間の健康寿命の差が
評価されてきた。しかし，健康格差の評価は地域間差だけでなく，地域の社会経済状況の違い
も考慮することが重要である。日本では，市区町村単位の社会経済状況を包括的に測定する地
理的剥奪指標が健康格差の評価に広く使用されている。一方，都道府県単位の各種公的統計を
用いた指標は近年開発されておらず，健康日本21（第 2 次）の主目標に掲げられている健康寿
命との関連も検証されていない。本研究では，都道府県単位で集計・公表されている各種統計
データにより社会経済状況を測定する合成指標を作成した。また，それらが男女別の健康寿命
とどの程度関連するかを観察した。

方法　先行研究をもとに都道府県の社会経済状況を示す18変数を選択し，2010年・2013年のデータ
を政府統計から収集した。指標作成には主成分分析を使用し，主成分得点を指標の得点として
算出した。説明変数に作成した指標，目的変数に2010年・2013年の都道府県別の健康寿命を用
いて，ピアソンの積率相関係数の算出と分散重み付け線形回帰を行い，作成した指標と健康寿
命の関連を男女別に検討した。

結果　主成分分析の結果， 2 因子 9 変数が得られた。第 1 主成分は，高齢者がいる世帯の割合，住
戸面積，住宅保有割合，人口集中地区の人口比率の 4 変数の相関が高いことから「中心部への
人口偏在性」を示す因子とした。第 2 主成分は，母子・父子世帯の割合，サービス業の就業率，
若年無業者の割合，県民所得，失業率の 5 変数の相関が高いことから，「経済状況」を示す因
子とした。男性では，「経済状況」スコアが高い都道府県ほど健康寿命が短く（相関係数：
－0.38），「経済状況」スコアが最も高い地域と低い地域の間で0.88歳の健康寿命の差があった。
女性では「中心部への人口偏在性」スコアが高いほど健康寿命が短く（相関係数：－0.27），
「中心部への人口偏在性」スコアが最も高い地域と低い地域の間で0.72歳の健康寿命の差が
あった。

結論　中心部への人口偏在性と経済状況を示す指標を得た。それぞれ，男女の健康寿命と相関がみ
られたことから，本指標が健康格差の評価指標として有効と考えた。得られた指標を用いて健
康格差を定期的に評価することで，介入の優先地域の選定，地域の特性に応じた介入手法の開
発，施策の効果評価，保健分野の枠を超えた連携等，健康格差縮小に向けた活動が前進するこ
とが期待される。

キーワード　健康格差，健康寿命，社会経済状況，地理的剥奪指標
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Ⅰ　緒　　　言

　健康状態には，個人や地域の社会経済状況が
影響するため，社会経済状況による健康格差の
モニタリングが各国で行われている。そのよう
なモニタリングの際には，データの利用可能性
や個人情報保護の観点から地域単位で集計した
社会階層や教育歴，所得といった社会経済状況
の指標が使われることが多い1）。特に地域の社
会経済状況を表す複数の変数を合成して作られ
た指標は地理的剥奪指標と呼ばれ各国で運用さ
れている。例えば，国や自治体による支援・介
入の優先度の高い地域を特定し，社会経済的に
不利な度合いに応じて自治体への財政支援等の
資源配分を行うなど，保健プログラム導入の優
先順位づけといった活用が進んでいる2）-5）。
　日本では，市区町村やより小さな町字単位の
地理的剥奪指標（Areal Deprivation Index： ADI）
が作成され，広く研究応用されている6）-10）。そ
の成果として，市区町村別の地理的剥奪指標ス
コアが高い，すなわち社会経済状況が悪い地域
ほど死亡率が高く健康寿命が短いことが明らか
となっている11）12）。一方，健康増進法では，国
の健康増進計画に基づいて，都道府県・市区町
村がそれぞれ，健康施策の策定や事業実施をす
ることを定めている13）。そのため，都道府県・
市区町村単位それぞれで，地域の社会経済状況
を測定する指標を使用し，重層的に健康格差を
モニタリング・評価することが重要と考えられ
る。一方，現在日本で広く活用されている指標
は市区町村・町字単位の地理的剥奪指標のみで
あり，都道府県単位の指標で広く周知・活用さ
れているものは存在しない。地理的剥奪指標は
小地域単位での算出・活用を想定しているため，
非常に限られた変数で構成されている。しかし
都道府県単位でしか測定できない指標は数多く
存在するため，既存の地理的剥奪指標を用いて
都道府県単位の指標を作成した場合，都道府県
の社会経済状況が正しく測定できない可能性が
ある。加えてこれまでに，都道府県単位の指標
は2000年のデータをもとに 1 編のみ報告されて

いるが14），この研究も指標の作成目的は，都道
府県単位だけでなく，市区町村など小地域単位
でも利用可能な指標作成となっている。そのた
め，既存の地理的剥奪指標と同様に，限られた
変数での構成となっており，都道府県単位でし
か測定できないような指標は使用されていない。
さらに指標作成後20年が経過しており，人口構
造を含む社会情勢の変化を踏まえたアップデー
トが求められる。
　さらに現在の日本では，死因別死亡率や健康
寿命などのアウトカム指標，喫煙・飲酒・検診
受診などのプロセス指標の多くは，都道府県単
位でしか公表がされていない。よって，様々な
健康指標の格差を定期的にモニタリングするに
は，都道府県単位の指標作成が必要と考える。
　2013年に施行された健康日本21（第 2 次）で
は，健康寿命の延伸に加えて健康格差の縮小が
主目標に掲げられ，日本でも健康寿命の都道府
県間差がモニタリングされている15）。一方，健
康日本21の次期プランの策定に向けた議論では，
健康寿命の地域間差だけでなく，健康寿命の社
会経済状況による格差のモニタリングも重要で
あることが議論されている16）。健康に影響する
社会経済的な要因は，多様な要素が複合的に関
係しあって構造的に決定される。そのため，政
策応用には地理的剥奪指標のような複数の変数
の合成指標を用いることが望ましい17）。とりわ
け，広く利用可能な公表データを用いた簡便な
指標を提案することで，自治体が簡便に地域の
社会経済状況による健康格差を評価することが
可能になることが期待される。
　そこで本研究は，都道府県単位の社会経済状
況を測定する合成指標を，広く公表されている
各種公的統計データを用いて作成することを目
的とした。また，作成した合成指標による健康
寿命の格差を記述した。さらに，行政担当者が
できるだけ簡易に算出できるように，各変数の
重み係数を単純化した簡易版指標をあわせて提
案した。
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Ⅱ　方　　　法

（ 1 ）　指標に用いる変数の選択
　国内外で過去に作られた地理的剥奪指標，地
域の貧困度を示す都道府県別等価所得との関連
が検討された変数，国内外で健康寿命との関連
が検討された変数に基づいて指標の構築に用い
る変数の候補を選定した6）14）17）-24）。労働・福祉・
教育・経済・人口／世帯・医療の 6 領域18変数
を選択し，公表されている政府統計データベー
スより取得した（表 1 ）。
　調査対象年は，2010年・2013年とした。健康
日本21（第 2 次）では，健康寿命の都道府県間
差の評価を，2010年，2013年，2016年，2019年
と 3 年ごとに行っているため，2010年・2013年
はベースラインの年となると判断した。本研究
に使用した政府統計データには，表 1 に示すよ
うに2010年，2013年の調査が行われていないも
のも存在した。該当年のデータがない変数につ
いては，次の計算式を用いて線形補完を行い，
データの生成を行った25）。

y ＝y1＋
y2－y1
t2－t1 ×（ t －t1）

なお， 2 時点t1，t2年（t1＜t2）に対応する変数を
y1，y2とし，区間［t1，t2］内の任意の時点 t の
変数の値を y としている。就業構造基本調査は
2007年，2012年，2017年に調査が行われているた
め，2010年データは2007年と2012年，2013年デー
タは2012年と2017年のデータを使用して作成し
た。住宅・土地統計調査は2008年，2013年に調
査が行われているため，2010年データは2008年
と2013年のデータを使用して作成した。国勢調
査は2010年，2015年に実施されているため，こ
れらのデータを用いて2013年データを作成した。

（ 2 ）　指標の作成
　上記の18変数について，2010年と2013年の
データの平均値を使用した。変数によって測定
単位が異なる影響を除外するため，各変数の平
均が 0 ，分散が 1 となるように変換したｚスコ
アを使用した。18変数のうち，各変数に主成分
として集約可能な部分がどの程度あるかを示す，
Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度が0.6

表 1 　指標の構成変数として選定した変数の定義・出典・調査年
大項目 項目 定義 出典 調査年

労働

失業率 労働力人口に対する完全失業者の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
第 1 次産業の就業率 就業者に対する第 1 次産業就業者の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
サービス業の就業率 就業者に対するサービス業就業者の割合 国勢調査 2010年，2015年
非正規雇用者比率 有業者に対する非正規雇用者の割合 就業構造基本調査 2007年，2012年，2017年
15～34歳人口における
若年無業者の割合 15～34歳人口に対する15～34歳の無業者の割合 就業構造基本調査 2007年，2012年，2017年

福祉 生活保護世帯の割合 一般世帯数に対する被保護世帯の割合 被保護者調査 2010年－2015年

教育 最終学歴が大学・
大学院卒の者の割合

卒業者総数に対する最終学歴が大学・大学
院卒の者の割合 社会生活基本調査 2010年

経済
1 人当たりの県民所得 1 年当たりの県民所得（千円単位）2） 社会生活基本調査 2010年，2015年
一世帯当たりの住戸面積 1 住宅当たり延べ面積（㎡） 住宅・土地統計調査 2008年，2013年
住宅保有割合 居住世帯がある住宅に対する持ち家の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年

人口
／世帯

人口集中地区の人口比率 総人口に対する人口集中地区の人口の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
高齢者単身世帯割合 一般世帯数に対する高齢者単身世帯の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
単身世帯の割合 一般世帯数に対する単身世帯の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
高齢夫婦世帯割合 一般世帯数に対する高齢者夫婦世帯の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
高齢者がいる世帯の割合 一般世帯数に対する高齢者がいる世帯の割合 社会生活基本調査 2010年，2015年
母子・父子世帯の割合 一般世帯数に対する母子・父子世帯の割合 国勢調査 2010年，2015年
人口千人当たりの離婚件数 人口千人当たりの離婚件数 社会生活基本調査 2010年，2015年

医療 人口10万人当たりの医師数 人口10万人当たりの医師数 社会生活基本調査 2010年，2015年

注　1）　太字の項目は，都道府県のみ／市区町村の一部でのみ開示されているデータ
　　2）　対数変換を実施
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以下であった，「高齢者夫婦世帯割合」「人口10
万人当たりの医師数」を除外した16変数に対し
て主成分分析を行った。主成分分析は，相関行
列の固有値が1.0以上の因子を選択した。また，
選択された各因子への相関が特に強い変数を抽
出するため，複数の因子に対して因子負荷量が
高い変数については，因子間の因子負荷量の差
の絶対値が0.3以下の変数を除外した。具体的
には「第 1 次産業の就業率」「非正規雇用者比
率」「生活保護世帯の割合」「最終学歴が大学・
大学院卒の者の割合」「高齢者単身世帯割合」
「単身世帯の割合」「人口千人当たりの離婚件
数」を除外した。
　次に各因子の主成分得点を算出した。主成分

得点は，各因子の構成変数の固有値ベクトルを
重み係数とし，構成変数のデータと重み係数を
線形結合して算出した（オリジナル値）。さらに，
都道府県の人口規模を考慮したスコア計算をす
るために，各都道府県を主成分得点の値に基づ
いて並び替え，人口の累積割合により重み付け
を施して 0 - 1 の範囲に基準化した（基準化値）。

（ 3 ）　都道府県別健康寿命との関連の検討
　ピアソンの積率相関係数の算出に加え，健康
寿命を目的変数とした分散重み付け線形回帰を
行った。健康寿命の数値には，健康日本21（第
2 次）の主指標とされている，国民生活基礎調
査（日常生活に制限のない期間の平均）をもと
に算出された2010年と2013年の値の平均値を使
用した26）。また，指標の基準化値と健康寿命の
間に回帰直線をあてはめて，その傾き（格差勾
配指数Slope Index of Inequality：SII）を算出
した。これは，社会経済状況が最も良い地域と
最も悪い地域の健康寿命の絶対差を示す。

（ 4 ）　簡易版指標の作成
　主成分得点の算出に用いた各変数の重み係数

表 2 　主成分分析の結果得られた指標

変数 第 1 主成分
中心部への人口偏在性

第 2 主成分
経済状況

人口集中地区の人口比率  0.88  0.22
住戸面積 -0.94 -0.16
住宅保有割合 -0.94 -0.12
高齢者がいる世帯の割合 -0.94  0.14
失業率  0.38  0.78
サービス業の就業率 -0.04  0.83
若年無業者の割合 -0.09  0.83
県民所得  0.33 -0.83
母子・父子世帯の割合  0.16  0.90

注　網掛け・太字は各主成分に影響が強いものである。

表 3 　都道府県別の指標のスコア

都道
府県
番号

都道府県
第 1 主成分：中心部への人口偏在性 第 2 主成分：経済状況 都道

府県
番号

都道府県
第 1 主成分：中心部への人口偏在性 第 2 主成分：経済状況

オリジナル値 基準化値 簡易版 オリジナル値 基準化値 簡易版 オリジナル値 基準化値 簡易版 オリジナル値 基準化値 簡易版

1 北 海 道 2.06 0.60 4.12 1.74 0.90 4.00 25 滋 賀 県 -0.30 0.22 -0.68 -2.46 0.18 -5.31
2 青 森 県 -0.95 0.13 -2.53 2.44 0.96 5.61 26 京 都 府 2.06 0.64 4.52 0.15 0.63 0.62
3 岩 手 県 -1.72 0.10 -3.47 0.14 0.61 0.09 27 大 阪 府 3.67 0.85 6.91 0.50 0.74 1.39
4 宮 城 県 1.54 0.47 2.84 0.26 0.69 0.69 28 兵 庫 県 1.48 0.44 3.04 0.21 0.66 0.74
5 秋 田 県 -3.19 0.00 -6.14 0.60 0.78 1.41 29 奈 良 県 -0.31 0.21 -0.55 1.03 0.81 2.71
6 山 形 県 -2.85 0.03 -5.44 -0.91 0.48 -1.99 30 和歌山県 -1.17 0.11 -2.57 1.99 0.94 4.31
7 福 島 県 -0.73 0.18 -1.68 0.10 0.60 0.04 31 鳥 取 県 -1.74 0.08 -3.06 0.45 0.70 0.82
8 茨 城 県 -0.22 0.24 -1.10 -1.20 0.44 -2.79 32 島 根 県 -2.86 0.02 -4.83 -0.26 0.56 -0.96
9 栃 木 県 -0.09 0.29 -0.48 -1.32 0.42 -2.96 33 岡 山 県 -0.11 0.28 -0.40 -0.07 0.57 -0.17
10 群 馬 県 -0.44 0.20 -1.06 -0.70 0.53 -1.67 34 広 島 県 1.17 0.41 2.59 -0.81 0.49 -1.83
11 埼 玉 県 1.87 0.56 3.99 -1.70 0.38 -3.47 35 山 口 県 -0.17 0.25 -0.49 -0.04 0.59 -0.33
12 千 葉 県 1.59 0.50 3.43 -1.85 0.31 -3.86 36 徳 島 県 -0.93 0.16 -2.35 1.03 0.80 2.18
13 東 京 都 5.40 0.95 10.06 -4.92 0.05 -10.90 37 香 川 県 -0.94 0.15 -1.93 -0.15 0.56 -0.51
14 神奈川県 3.25 0.78 6.86 -2.05 0.22 -4.22 38 愛 媛 県 0.18 0.34 0.38 1.40 0.87 3.08
15 新 潟 県 -2.05 0.05 -3.76 -0.81 0.51 -1.61 39 高 知 県 -0.06 0.31 -0.24 3.07 0.99 6.60
16 富 山 県 -2.93 0.01 -5.82 -2.61 0.17 -5.67 40 福 岡 県 2.76 0.72 5.10 1.26 0.84 2.86
17 石 川 県 -0.94 0.14 -1.43 -1.36 0.41 -2.81 41 佐 賀 県 -1.40 0.11 -2.77 0.71 0.79 1.28
18 福 井 県 -2.52 0.03 -4.79 -2.02 0.26 -4.34 42 長 崎 県 -0.12 0.27 0.10 2.15 0.95 4.63
19 山 梨 県 -1.04 0.12 -2.01 0.94 0.79 1.93 43 熊 本 県 0.02 0.32 0.21 1.76 0.92 3.75
20 長 野 県 -2.03 0.06 -3.57 -0.50 0.55 -1.24 44 大 分 県 0.25 0.35 0.47 1.21 0.82 2.51
21 岐 阜 県 -1.72 0.09 -3.08 -0.95 0.46 -2.15 45 宮 崎 県 0.18 0.33 0.31 2.14 0.94 4.59
22 静 岡 県 0.40 0.38 0.54 -1.86 0.27 -4.18 46 鹿児島県 0.34 0.36 0.77 2.48 0.98 5.25
23 愛 知 県 2.27 0.68 4.58 -3.40 0.13 -7.52 47 沖 縄 県 3.94 0.89 7.02 5.98 0.99 13.45
24 三 重 県 -0.90 0.17 -1.62 -1.78 0.34 -4.05
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を可能な限り簡略化した計算式を作成し，簡易
版指標を作成した。また，簡易版指標と健康寿
命に対してピアソンの積率相関係数を算出し，
オリジナルの指標との相関係数の相違を比較し
た。
　すべての解析は統計解析ソフトＲバージョン
3.6.1を使用して行った27）。

Ⅲ　結　　　果

　主成分分析の結果を表 2 に示す。有意な次元
として 2 つの因子が得られ，全分散の81.1％を
占めていた。第 1 主成分は「人口集中地区の人
口比率」「一世帯当たりの住戸面積」「住宅保有
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図 1 　第 1 主成分：中心部への人口偏在性と都道府県別健康寿命の関連（上段：男性，下段：女性）

注　1）　各都道府県の「中心部への人口偏在性」スコア（オリジナル値，基準化値，簡易版）と健康寿命の関連を示した散布図ならびに相関係数
　　2）　各都道府県は都道府県番号にて表示
　　3）　 ＊：ｐ＜0.1，＊＊：ｐ＜0.05
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図 2 　第 2 主成分：経済状況と都道府県別健康寿命の関連（上段：男性，下段：女性）

注　1）　各都道府県の「経済状況」スコア（オリジナル値，基準化値，簡易版）と健康寿命の関連を示した散布図ならびに相関係数
　　2）　各都道府県は都道府県番号にて表示
　　3）　 ＊：ｐ＜0.1，＊＊＊：ｐ＜0.01
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割合」「高齢者がいる世帯の割合」の 4 変数が
特に相関が高い相関を示していたため，「中心
部への人口偏在性」を示す主成分とみなした。
第 2 主成分は「失業率」「サービス業の就業
率」「15～34歳人口における若年無業者の割
合」「県民所得」「母子・父子世帯の割合」の 5
変数が特に高い相関を示していたため，「経済
状況」を示す主成分とみなした。第 1 主成分の
オリジナル値は，－3.19～5.40（基準化値：
0.004-0.95）であり，値が小さいほど中心部へ
の人口偏在性が低い，値が大きいほど中心部へ
の人口偏在性が高いことを示している。第 2 主
成分のオリジナル値は，－4.92～5.98（基準化
値：0.05-0.99）であり，値が小さいほど経済状
況が良い，値が大きいほど経済状況が悪いこと
を示している（表 3 ）。
　作成した指標と健康寿命の相関について，男
性では「経済状況」スコアと相関し（オリジナ
ル値；－0.29，ｐ＝0.05，基準化値：－0.38， 
ｐ＜0.01），女性では「中心部への人口偏在性」
スコアと弱く相関した（オリジナル値：－0.31，
ｐ＜0.05，基準化値：－0.27，ｐ＝0.06）（図
1 ，図 2 ）。また，分散重み付け線形回帰の結
果，男性では経済状況が最も悪い地域と最も良
い地域での健康寿命の差（SII）が0.88歳（95%CI：
－1.48，－0.22，ｐ＜0.01），女性では中心部
への人口偏在性が最も高い地域と最も低い地域
での健康寿命の差（SII）は0.72歳（95%CI：
－1.50，0.05，ｐ＝0.06）であった。
　簡易版指標では，各主成分に対して特に相関
が高い変数の重み係数が，0.40-0.49の範囲内
であったため，簡易版ではこれらの重み係数を
すべて 1 もしくは－ 1 に統一し，その他の重み
係数をすべて 0 とした（表 4 ）。また，健康寿
命との相関係数はオリジナル値と同程度であっ
た（図 1 ，図 2 ）。
　これらの結果はすべて，2011年の東日本大震
災を含んだ年から算出された結果である。しか
しながら，作成された合成指標，合成指標と健
康寿命の関連性のどちらにおいても，被災地域
の結果が極端に悪いといった事象は観察されな
かった。

Ⅳ　考　　　察

　都道府県単位で公表されている18の社会経済
状況に関する変数を用いて，主成分分析法によ
り合成指標を作成した結果，都道府県単位の社
会経済状況を示す指標として「中心部への人口
偏在性」「経済状況」を示す 2 つの合成指標が
作成された。「中心部への人口偏在性」は 4 変
数（人口集中地区の人口比率・住戸面積・住宅
保有割合・高齢者がいる世帯の割合），「経済状
況」は 5 変数（失業率・サービス業の就業率・
若年無業者の割合・県民所得・母子・父子世帯
の割合）で構成された。これら 2 つの指標は健
康寿命との関係において男女で異なる傾向を示
した。男性では，他の報告と同様に，経済状況
が悪い都道府県ほど健康寿命が短いという関係
がみられ，経済状況が最も良い自治体と最も悪
い自治体の間には0.88歳の健康寿命の差があっ
た。一方，女性ではその傾向は弱いものの，中
心部への人口偏在性が高い都道府県ほど健康寿
命が短く，中心部への人口偏在性が最も高い自
治体と最も低い自治体の間には0.72歳の差が
あった。本研究は，都道府県の社会経済状況の
測定を目的に作成した合成指標と健康寿命との
関係を示した初めての研究である。
　本研究では，「中心部への人口偏在性」「経済
状況」の 2 指標が，都道府県の社会経済状況を
示す指標として抽出された。本指標と既存の市
区町村・町字別地理的剥奪指標の類似性・相違

表 4 　都道府県別の指標のスコア算出に用いた重み係数と
簡易版のスコア算出に用いた重み係数　  　

変数
オリジナル値 簡易版

第 1 主成分 第 2 主成分 第 1 主成分 第 2 主成分

人口集中地区の人口比率 0.46 -0.11 1.00 0.00
住戸面積 -0.49 -0.09 -1.00 0.00
住宅保有割合 -0.49 -0.06 -1.00 0.00
高齢者がいる世帯の割合 -0.49 0.07 -1.00 0.00
失業率 0.20 0.41 0.00 1.00
サービス業の就業率 -0.02 0.44 0.00 1.00
若年無業者の割合 -0.05 0.44 0.00 1.00
県民所得 0.17 -0.44 0.00 -1.00
母子・父子世帯の割合 0.08 0.47 0.00 1.00

注　網掛け・太字は各主成分に影響が強いものである。
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性を検証するため，市区町村別地理的剥奪指
標6）を，市区町村別の世帯で重み付けを行って
都道府県単位に再計算したものと本指標につい
て，ピアソンの相関関係を算出した。その結果，
「中心部への人口偏在性」との相関係数は0.02
（ｐ＝0.87），「経済状況」との相関係数は0.85
（ｐ＜0.01）であった。本指標のうち「経済状
況」に関する因子は，既存の地理的剥奪指標と
類似する因子であり，地理的剥奪指標が把握し
ている地域の困窮度と同程度の実態が把握可能
であることが示唆された。一方，本指標で新た
に抽出された「中心部への人口偏在性」に関す
る因子は，地理的剥奪指標とは無相関であった。
よって，「中心部への人口偏在性」に関する因
子と既存の地理的剥奪指標は異なる指標であり，
既存の地理的剥奪指標では測定されない地域の
社会経済状況の側面が，「中心部への人口偏在
性」の因子では測定可能なことが示唆された。
以上のことから，都道府県単位の社会経済状況
を測定するには既存の地理的剥奪指標で測定さ
れる社会経済状況の側面だけでは十分でなく，
「中心部への人口偏在性」の視点からも評価す
る必要性が示された。
　最終的に選ばれた所得や失業率，住宅の保有
状況，高齢者世帯やひとり親世帯などの変数は，
中谷の地理的剥奪指標6）等，先行研究で開発さ
れた市区町村単位など小地域単位の合成指標の
構成変数にも含まれている28）-30）。また，「経済
状況」の指標に「サービス業の就業率」が含ま
れたことは，いわゆるワーキングプア等，サー
ビス業従事者が置かれた状況（低賃金の長時間
労働等）を反映している可能性がある18）31）。も
う 1 つの「若年無業者の割合」の変数について，
若年無業者は就労という社会参加形態がなく社
会的孤立に陥るリスクが高く，生活保護受給の
理由となりやすいなど，経済的困窮との関連も
指摘されている32）。一方，「中心部への人口偏
在性」の指標に含まれた「人口集中地区の人口
比率」について，類似する地域の都市度や人口
密度の高さが，死亡率などの健康状態と関連す
ることが明らかとなっている6）33）。
　本研究では，都道府県単位の社会経済状況を

測定する指標として，人口密度や住宅，世帯か
らなる「中心部への人口偏在性」を示す指標が
作成されている。地域特性に関する100の変数
を用いて地理的剥奪指標を作成したFukudaら
の研究にも構成カテゴリーとして人口密度や住
宅に関するものが含まれ，死亡率と関連するこ
とが示されている34）。また，地域レベルの近隣
環境と健康指標との関連を分析した先行研究に
は，近隣環境要因として地理的剥奪指標と人口
集中地区の人口比率・人口密度の両方が採用さ
れたものもある6）35）36）。さらに国外では，地域
の剥奪度が都市部と農村部で異なることが示さ
れている29）37）38）。地域の社会経済状況による健
康格差の実態把握を行う際は，人口の集中度な
ど，都市化の程度を示す要因と社会経済状況と
を切り離して，それぞれの側面から地域の健康
格差を評価することが望ましいと考えられる。
　本研究では，男性は経済状況が悪いほど，女
性は中心部への人口偏在性が高いほど，都道府
県別の健康寿命が短いという，男女間で異なる
関連性が観察された。先行研究では，市区町村
別の地理的剥奪指標による健康寿命の格差は男
性のほうが大きいことが示されていたが，女性
の健康格差を反映する地域レベルの指標は見い
だされていなかった12）。本研究でも，男性では
経済状況と健康寿命の間に相関関係がみられた
ことから，男性のほうが女性よりも社会経済状
況の影響を受けやすく，反対に男性の健康状態
が社会経済状況へと影響しやすいことが示唆さ
れる。一方，中心部への人口偏在が女性の健康
寿命と関連した点について，先行研究では人口
密度は平均寿命や死亡率と関連があり，特に女
性では人口密度が高い地域ほど，全死因別死亡
率や肺がん死亡率が高いことが示されている39）40）。
同様の関連を示した先行研究は，中心市街地等
人口密度の高い地域での生活は，様々なサービ
スへのアクセシビリティの良さなどポジティブ
な面がある一方，市街地特有の社会関係上のス
トレス，個人主義的なライフスタイルの広がり，
騒音や大気汚染などによって，ストレスや不健
康行動が生じやすい可能性を指摘している37）41）。
特に，人的交流が少ない，地域のソーシャル
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キャピタルが希薄であるといった社会関係と健
康との関連は女性のほうが男性よりも強いこと
が日本の高齢者のコホートでも示されているこ
とから，今回観察された中心部の人口密度が高
いことと女性の健康寿命との関連は社会関係に
関する諸要因を媒介して生じている可能性があ
り，今後の研究が待たれる42）43）。
　本研究では，日本の健康増進計画をもとに，
実際に行政施策を担う都道府県を単位として，
社会経済状況を測定する合成指標の作成および
健康寿命との関連の検討を行った。都道府県単
位の指標は，既存の市区町村単位では把握され
にくかった健康寿命の社会経済状況による格差
が把握でき，都道府県および市区町村による重
層的な健康格差のモニタリング，評価，介入が
求められることを示唆した。
　また，本指標の活用により，健康格差対策を
行う際，介入を優先して行う地域の選定が可能
となる。これは，危険因子を有するリスクが高
い社会経済的特性を共有する集団への介入であ
る，vulnerable population approachとしての活
用可能性を示している。Vulnerable population 
approachは，疾患を発症しやすい高いリスク
をもった個人に対象を絞りこみ，保健指導など
の健康介入を個人個人に対して行うハイリスク
アプローチとは異なり，健康を害する危険因子
を有するリスクが高い社会経済的特性を共有す
る集団に対して健康介入を行う44）45）。つまり，
特定の社会的リスクを抱える集団にターゲット
を絞り，その集団に対して保健プログラムの導
入や健康支援などの介入を行うことで，健康格
差の縮小を目指すアプローチである。さらに，
危険因子を有するリスクの背景となる社会・環
境要因への介入・変容を通じて，対象集団のリ
スク曝露を減らすことを目指すアプローチでも
ある46）47）。本指標の活用により，介入の優先対
象地域を選定することはすなわち，vulnerable 
population approachの対象となる，特定の社
会経済的リスクを抱える集団を同定することが
可能になることが期待される。
　本研究の限界として，使用した公的統計デー
タには 5 年おきに実施・公表されているものを

含むため，調査が行われていない年の社会経済
状況によるモニタリングができない点がある。
　本研究は，都道府県の健康格差対策へと応用
すること，すなわち国や都道府県による健康格
差のモニタリングとその結果の保健施策の策定
や公衆衛生活動の実践への応用を視野に入れて
行った。広く公表され，簡易に入手可能な変数
を用いて，簡便に指標を計算できるようにする
ことで，様々な健康指標の格差を定期的にモニ
タリングし，介入策の検討や施策の効果評価に
応用しやすくなる。今回提案した計算式は極め
て簡便であり，自治体担当者が自ら計算するこ
とも可能であり，今後計算ツールを作成公表す
ることで一層の普及を図ることができると期待
している。さらに，今回提示した 2 指標を，既
に公表されている市区町村や町丁字レベルの地
理的剥奪指標，そして個人レベルの社会経済状
況のデータと組み合わせることで，地域的な階
層構造を考慮したマルチレベル分析を行い，よ
り詳細に健康格差のメカニズムの解明とその制
御のための施策立案が可能になる。

Ⅴ　結　　　論

　広く公表されている都道府県単位の 9 指標を
用いて，都道府県の社会経済状況を包括的に把
握する「中心部への人口偏在性」「経済状況」
という 2 つの合成指標を作成し，男女それぞれ
の都道府県別の健康寿命との間に関連があるこ
とを示した。これらの計算は簡便であることか
ら，都道府県の社会経済状況による健康格差を
観察・評価する際に容易に用いられると期待で
きる。指標のデータをもとに，介入の優先対象
地域を選定し，地域特性に即した健康格差対策
を策定し，その効果をモニタリングする，と
いった応用法が考えられる。健康寿命の格差縮
小を目標に掲げている日本において，健康格差
対策の一層の推進に寄与する指標になることを
期待する。また，都道府県や市区町村など様々
なレベルの社会経済状況と健康との関連やその
メカニズムを明らかにするための分析が一層進
むことを期待する。
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